
 

令　和　７　年　度

宮若市水道事業会計予算書



（総　則）

第　１　条　　令和７年度宮若市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　　給水戸数　　　　　　　　　　　　 戸

（２）　　年間総給水量 ㎥

（３）　　１日平均給水量 ㎥

（４）　　主要な建設改良事業

（Ａ）　　建設改良費

（ア）　　施設改良費 千円

令和７年度宮若市水道事業会計予算

7,863

2,349,396

6,436

101,690
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（収益的収入及び支出）

第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第　１　款　　　水道事業収益 千円

第　１　項　　　　営業収益 千円

第　２　項　　　　営業外収益 千円

第　３　項　　　　特別利益 2 千円

第　１　款　　　水道事業費用 千円

第　１　項　　　　営業費用 千円

第　２　項　　　　営業外費用 千円

第　３　項　　　　特別損失 千円

千円

（資本的収入及び支出）

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１９８，７８０千円は当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額１１，２０７千円、当年度分損益勘定留保資金１３１，５８２千円

及び減債積立金５５，９９１千円で補てんするものとする。）

収　　　　入

502,625

442,094

60,529

支　　　　出

549,355

511,607

36,746

2

第　４　項　　　　予備費 1,000
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第　1　款　　資本的収入 千円

第　１　項　　　　企業債 千円

第　２　項　　　　負担金 千円

第　１　款　　資本的支出 千円

第　１　項　　　　建設改良費 千円

第　２　項　　　　固定資産購入費 千円

第　３　項　　　　企業債償還金 千円

第　４　項　　　　予備費 千円

（継続費）

第　５　条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

収　　　入

71,263

70,600

663

支　　　出

270,043

101,690

21,583

145,770

1,000
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（単位：千円）

款 項 事　　業　　名 年　　割　　額

昭和 48 年度 44,581
昭和 49 年度 65,765
昭和 50 年度 26,681
昭和 51 年度 28,183
昭和 52 年度 87,015
昭和 53 年度 137,415
昭和 54 年度 412,710
昭和 55 年度 568,875
昭和 56 年度 213,663
昭和 57 年度 106,850
昭和 58 年度 22,137
昭和 59 年度 36,343
昭和 60 年度 72,037
昭和 61 年度 79,695
昭和 62 年度 52,526
昭和 63 年度 75,592
平成 元 年度 131,275
平成 2 年度 183,339
平成 3 年度 263,730
平成 4 年度 311,952
平成 5 年度 241,745
平成 6 年度 56,040
平成 7 年度 331,377
平成 8 年度 981,935

総　　　　額 年　　　　　度

１．資本
的支出

１．拡張事
業費

 閉山炭鉱水道施設整
 備事業、上水道拡張
 事業及び水道水源開
 発等施設整備事業

6,152,912
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平成 9 年度 1,003,202
平成 10 年度 126,376
平成 11 年度 98,854
平成 12 年度 5,865
平成 13 年度 7,065
平成 14 年度 0
平成 15 年度 0
平成 16 年度 0
平成 17 年度 0
平成 18 年度 0
平成 19 年度 0
平成 20 年度 0
平成 21 年度 0
平成 22 年度 0
平成 23 年度 0
平成 24 年度 0
平成 25 年度 0
平成 26 年度 0
平成 27 年度 0
平成 28 年度 0
平成 29 年度 0
平成 30 年度 0
令和 元 年度 0
令和 2 年度 0
令和 3 年度 0
令和 4 年度 0
令和 5 年度 0
令和 6 年度 0
令和 7 年度 0
令和 8 年度 380,089
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（企業債）

第　６　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第　７　条　　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。
　　　

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　８　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の
　　　間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第　９　条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は、

（１）　　職員給与費 千円

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

上水道事業債 70,600

千円

証書借入 4.0％以内

　 政府資金、その他銀行等につ
いては、その融資条件による。
　 ただし、企業財政その他の都
合により繰上償還又は低利に借
り換えることができる。

　　　　　　 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

７９，３１１
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（他会計からの補助金）

第　10　条　　地方公営企業繰出基準に基づく児童手当の経費に係る一般会計からこの会計へ補助

　　　　　　　　を受ける金額は、２４０千円である。

（利益剰余金の処分）

第　11　条　　繰越利益剰余金のうち、６０，０００千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１）　　減債積立金 千円

（たな卸資産購入限度額）

第　12　条　　たな卸資産の購入限度額は、１０，７８７千円と定める。

令和７年２月２５日　　提出

宮若市長　　　塩　川　秀　敏

６０，０００
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収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業収益 502,625

１．営業収益 442,094

１．給水収益 410,333

２．受託工事収益 10,000

３．その他の営業収益 240

４．負担金 21,521

２．営業外収益 60,529

１．受取利息及び配当金 5

２．他会計補助金 240

３．水道加入金 1,650

４．負担金 1

５．長期前受金戻入 58,288

６．雑収益 345

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

２．その他特別利益 1

令和７年度宮若市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

-8-



支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．水道事業費用 549,355

１．営業費用 511,607

１．原水及び浄水費 181,702

２．配水及び給水費 86,635

３．受託工事費 10,000

４．総係費 43,268

５．減価償却費 188,507

６．資産減耗費 1,494

７．その他営業費用 1

２．営業外費用 36,746

１．支払利息及び企業債
    取扱諸費

２．雑支出 1

３．消費税及び地方消費税 20,000

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

２．その他特別損失 1

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

16,745

-9-



収　　　　　　　　　　　　　入
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的収入 71,263

１．企業債 70,600

１．企業債 70,600

２．負担金 663

１．負担金 663

資本的収入及び支出
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支　　　　　　　　　　　　　出
(単位　：　千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　考

１．資本的支出 270,043

１．建設改良費 101,690

１．施設改良費 101,690

２．固定資産購入費 21,583

１．固定資産購入費 21,583

３．企業債償還金 145,770

１．企業債償還金 145,770

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000
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（単位 ： 円）

金　　　　　　額

１　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 42,520,074

　　　減価償却費 188,507,000

　　　固定資産除却費 1,494,000

　　　引当金の増減額(△は減少) 789,000

　　　長期前受金戻入(△) △ 58,288,000

　　　受取利息及び配当金(△) △ 5,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 16,745,000

　　　未収金の増減額(△は増加) 568,873

　　　未払金の増減額(△は減少) 0

　　　たな卸し資産の増減額(△は増加) 0

　　　預り金の増減額(△は減少) 0

　　　小　　　　　　計 107,290,799

　　　受取利息及び配当金 5,000

　　　支払利息及び企業債取扱諸費(△) △ 16,745,000

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 90,550,799

令和７年度　宮若市水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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金　　　　　　額

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出(△) △ 112,066,364

　　　負担金 663,000

      投資活動によるキャッシュ・フロー △ 111,403,364

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行 70,600,000

　　　企業債の償還(△) △ 145,767,332

      財務活動によるキャッシュ・フロー △ 75,167,332

資金増加額（又は減少額） △ 96,019,897

資金期首残高 296,415,749

資金期末残高 200,395,852
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  （１）　総　　括

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職 地域

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 666 324 943 185 496 2,411 16,077 240 3,254 535

前年度 654 324 812 187 490 2,408 15,477 240 3,425 0

比　　較 12 0 131 △ 2 6 3 600 0 △ 171 535

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

79,402

比　較
(0)
0

0 △ 920 1,114 194 △ 285 △ 91

12,787 79,311

13,072前年度
(4)
9

0 42,313 24,017 66,330

本年度
(4)
9

0 41,393 25,131 66,524

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職 地域

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 666 324 501 48 496 1,648 9,784 240 2,316 535

前年度 654 324 336 52 490 1,648 9,838 240 2,515 0

比　　較 12 0 165 △ 4 6 0 △ 54 0 △ 199 535

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

52,145

比　較
(0)
0

0 △ 1,573 461 △ 1,112 △ 139 △ 1,251

8,803 50,894

8,942前年度
(0)
7

0 27,106 16,097 43,203

本年度
(0)
7

0 25,533 16,558 42,091

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

（人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

扶養 住居 通勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児童 退職 地域

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

本年度 0 0 442 137 0 763 6,293 0 938 0

前年度 0 0 476 135 0 760 5,639 0 910 0

比　　較 0 0 △ 34 2 0 3 654 0 28 0

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当の
内訳

区分

27,257

比　較
(0)
0

0 653 653 1,306 △ 146 1,160

3,984 28,417

4,130前年度
(4)
2

0 15,207 7,920 23,127

本年度
(4)
2

0 15,860 8,573 24,433

給　与　費　明　細　書

区分
職員数

給      与      費
法定福利費 合　計

備　     考
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  (２)給料及び職員手当の増減額の明細
区　　　分 増　減　額

(千円） (千円） (千円）
昇給によるもの 平均昇給率 　０．２１％

32 （昇給期） (職員数）
１月    ４人

給与改定によるもの 職員の異動の状況
579

採用・退職によるもの 本年度     ７人
727 前年度     ７人

勤務形態変更（再任用）によるもの 増 　減  　 ０人
△ 1,379 　  　　１人

会計間異動によるもの 　　　　１人
△ 1,532 　　　増１人

会計年度任用によるもの 　　　減１人
653

扶養手当 12 給与改定によるもの
住居手当 0 536
通勤手当 131 昇給によるもの
特殊勤務手当 △ 2 133
管理職手当 6 採用・退職によるもの
時間外手当 3 2,129
期末勤勉手当 600 勤務形態変更（再任用）によるもの

児童手当 0 △ 763
退職手当組合負担金 △ 171 会計間異動によるもの
地域手当 535 △ 2,110

会計年度任用によるもの
653

その他
536

　　　

職員手当 1,114 その他の増減分

　採用者等
　退職者等

　　会計間異動

増　減　事　由　別　明　細 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考

給料 △ 920

昇給等に伴う増減分 32

その他の増減分 △ 952

（会計年度任用職員を除く）
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  （３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当り給与

企業職

平均給料月額 (円） 303,471

平均給与月額 (円） 357,123

平均年齢 (歳） 50.6歳

平均給料月額 (円） 322,329

平均給与月額 (円） 367,431

平均年齢 (歳） 52.7歳

　　イ　初任給

技　能　労　務　職

（円） （円）

高　　校　　卒 185,700

大　　学　　卒 220,000 220,000

国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

備　考
一　般　行　政　職

（円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

令和７年４月１日現在

194,500 188,000

令和６年４月１日現在

　企　　業　　職区　　　　分
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　　ウ　等級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％）
(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）
3 42.8

(　　　　） (　　　　　　　　）
2 28.6

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
7 100.0

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　) (　　　　　　　　)
2 28.6

(　　　　） (　　　　　　　　）
3 42.8

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　） (　　　　　　　　）
1 14.3

(　　　　） (　　　　　　　　）

(　　　　) (　　　　　　　　)
7 100.0

※　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

計

２　　　級

７　　　級

１　　　級

区　　　　　　　　　　分
企　　　　　業　　　　　職

令和７年４月１日

１　　　級

２　　　級

令和６年４月１日

３　　　級

６　　　級

５　　　級

６　　　級

７　　　級

４　　　級

備　　　　　　　　　　考

３　　　級

計

５　　　級

４　　　級
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　　（級別の標準的な職務内容）

1　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

比率 （％）

課　　長

８号級

　　　（Ｂ）／（Ａ） 57.1 57.1

号級数別内訳
３号級

４号級 1 1

６号級

4 4

１号級

２号級 3 3

　　　（Ｂ）／（Ａ） 57.1 57.1

 
前
　
　
　
年
　
　
　
度

職員数 （Ａ） 7 7

昇給に係る職員数 （Ｂ）

３号級

４号級 1 1

６号級

８号級

1 1

　　エ　昇給

区　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　計 企業職

（Ｂ） 4 4昇給に係る職員数

77

区　　分 2　　級

企業職
主   事
技術員

主   事
技術員

主 任 主 事
主務技術員

主　　査
係　　長

主務技術員
主任技術員

課長補佐 調 整 監

（Ａ）職員数
 

本
　
　
　
年
　
　
　
度

１号級

２号級 2 2

号級数別内訳
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（ 1.2 ） （ 1.2 ） （ 2.4 ）

2.3 2.3 4.6

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （ 2.35 ）

2.25 2.25 4.5

（ 1.2 ） （ 1.2 ） （ 2.4 ）

2.3 2.3 4.6

※　（　）内は、暫定再任用職員の支給率

最高限度 その他の

（月分） 加算措置

国の指定基準に基づく支給率（％）

キ　地域手当

支給率（％） ２．０

支給対象職員数（人） ７

２．０

国の制度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

(支給率等）

支給率等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者

備　　　考
（月分） （月分） （月分）

本　年　度 ３級５％から７級２０％

前　年　度 ３級５％から７級２０％

国 の 制 度 ３級５％から１０級２０％

　　オ　期末手当・勤勉手当

区　　　分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備　　　考
6月（月分） 12月（月分） 支給率計
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　　ク　特殊勤務手当

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　（％）

　（令和７年４月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

　　ケ　その他の手当

区　　　　　分

扶　　養　　手　　当

通　　勤　　手　　当 同

塩素取扱

国の制度との異同 差異の内容

同

住　　居　　手　　当 異

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続 　　　　　　　　　２，５００円/月

支給要件の家賃を月額１２，０００円以上（国：１６，０００円以上）とし、

支給限度額を２７，０００円（国：２８，０００円）としている。

区　　　　　　　　　　分 企　　　業　　　職

0.19

28.6
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国　　　庫
補　助　金

起　債 その他

昭和48 44,581 12,219 30,400 1,962 44,581 44,581 - 44,581 - 0.72

49 65,765 4,050 58,100 3,615 65,765 65,765 - 65,765 - 1.07

50 26,681 7,600 15,200 3,881 26,681 26,681 - 26,681 - 2.23

51 28,183 8,058 16,100 4,025 28,183 28,183 - 28,183 - 2.69

52 87,015 21,727 60,500 4,788 87,015 87,015 - 87,015 - 4.10

53 137,415 32,032 100,100 5,283 137,415 137,415 - 137,415 - 6.33

54 412,710 70,594 336,700 5,416 412,710 412,710 - 412,710 - 13.04

55 568,875 93,615 474,600 660 568,875 568,875 - 568,875 - 22.29

56 213,663 33,153 179,800 710 213,663 213,663 - 213,663 - 25.76

57 106,850 29,730 54,000 23,120 106,850 106,850 - 106,850 - 27.49

58 22,137 2,529 14,800 4,808 22,137 22,137 - 22,137 - 27.85

59 36,343 2,520 28,000 5,823 36,343 36,343 - 36,343 - 28.45

60 72,037 14,133 37,800 20,104 72,037 72,037 - 72,037 - 29.62

61 79,695 15,673 39,300 24,722 79,695 79,695 - 79,695 - 30.91

62 52,526 12,869 10,400 29,257 52,526 52,526 - 52,526 - 31.77

63 75,592 23,622 13,400 38,570 75,592 75,592 - 75,592 - 32.99

平成元 131,275 41,301 25,300 64,674 131,275 131,275 - 131,275 - 35.13

2 183,339 57,544 9,400 116,395 183,339 183,339 - 183,339 - 38.11

3 263,730 86,177 0 177,553 263,730 263,730 - 263,730 - 42.39

4 311,952 72,533 74,200 165,219 311,952 311,952 - 311,952 - 47.46

5 241,745 52,503 61,600 127,642 241,745 241,745 - 241,745 - 51.39

6 56,040 5,193 13,900 36,947 56,040 56,040 - 56,040 - 52.30

7 331,377 0 241,500 89,877 331,377 331,377 - 331,377 - 57.69

8 981,935 0 692,900 289,035 981,935 981,935 - 981,935 - 73.65

　　　　　　継続費に関する調書
（単位：千円）

款 項 事業名

全　　　　　　　　体　　　　　　　　計　　　　　　　　画
前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生額

当該年
度支払
義務発
生予定
額

当該年度
末までの支
払義務発
生予定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額に
対する進
捗率
　
（％）

年度 年　割　額
左　の　財　源　内　訳

１．資本
的支出

１．拡張
事業費

閉山炭鉱水
道施設整備
事業、上水
道拡張事業
及び水道水
源開発等施
設整備事業
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国　　　庫
補　助　金

起　債 その他

9 1,003,202 0 746,200 257,002 1,003,202 1,003,202 - 1,003,202 - 89.95

10 126,376 0 100,500 25,876 126,376 126,376 - 126,376 - 92.01

11 98,854 0 98,800 54 98,854 98,854 - 98,854 - 93.61

12 5,865 0 5,100 765 5,865 5,865 - 5,865 - 93.71

13 7,065 0 7,000 65 7,065 7,065 - 7,065 - 93.82

14 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

15 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

16 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

17 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

18 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

19 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

20 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

21 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

22 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

23 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

24 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

25 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

26 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

27 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

28 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

29 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

30 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

令和元 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

2 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

3 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

4 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

5 0 0 0 0 0 0 - 0 - 93.82

6 0 0 0 0 - 0 - 0 - 93.82

7 0 0 0 0 - - 0 0 - 93.82

8 380,089 0 208,400 171,689 - - - - 380,089 -

計 6,152,912 699,375 3,754,000 1,699,537 5,772,823 5,772,823 0 5,772,823 380,089

款 項 事業名

全　　　　　　　　体　　　　　　　　計　　　　　　　　画
前々年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生額

当該年
度支払
義務発
生予定
額

当該年度
末までの支
払義務発
生予定額

翌年度
以降の
支払義
務発生
予定額

継続費
の総額に
対する進
捗率
　
（％）

年度 年　割　額
左　の　財　源　内　訳
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千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの支払 当該年度以降の支
左の財源内訳

義務発生（見込）額 払義務発生予定額

期　　　　間 金　　　　額 期　　　　間 金　　　　額 損益勘定留保資金

浄水施設夜間
警備業務委託費 28,380

令和７年度～
令和１１年度 28,380 28,380

水質検査
業務委託費 8,632 令和７年度 8,632 8,632

6,476

次亜塩素酸
ナトリウム外
水道用薬
品購入費

6,476 令和７年度 6,476

18,914
水道検針
業務委託費 21,964 令和６年度 3,050

令和７年度～
令和９年度 18,914
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（単位　：　円）

イ 　土地 276,905,641

ロ 　建物 537,893,129

　減価償却累計額 △ 289,697,421 248,195,708

ハ 　構築物 5,346,132,958

　減価償却累計額 △ 3,633,575,809 1,712,557,149

ニ 　機械及び装置 2,896,076,212

　減価償却累計額 △ 2,302,937,462 593,138,750

ホ 　車両及び運搬具 129,735

　減価償却累計額 0 129,735

ヘ 　工具器具及び備品 100,101,746

　減価償却累計額 △ 56,088,393 44,013,353

ト 　建設仮勘定 0

2,874,940,336

イ 　電話加入権 206,300

ロ 　ダム使用権 312,119,690

312,325,990

3,187,266,326

　（１）　有形固定資産

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計

令和７年度宮若市水道事業会計予定貸借対照表

１．固定資産

（令和８年３月３１日まで）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部
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200,395,852

34,116,450

△ 957,000 33,159,450

11,820,402

100,000

100,000

245,575,704

　　　　　資　　産　　合　　計 3,432,842,030

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,444,495,261

　（２）　引当金

イ 　退職給付引当金 2,696,000

1,447,191,261

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 145,767,332

　（２）　未払金 14,748,000

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 5,900,000

　（４）　預り金 8,467,000

　（５）　預り有価証券 100,000

174,982,332

　（４）　つり銭準備金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計

　（５）　有価証券

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,263,422,200

ロ 　負担金 1,176,048,885

ハ 　その他前受金 998,701,924

3,438,173,009

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 779,805,057

ロ 　負担金収益化累計額 △ 802,075,422

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 503,822,910

△ 2,085,703,389

1,352,469,620

2,974,643,213

142,279,002

142,279,002

６．資本金

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
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イ 　国庫補助金 9,019,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 15,818,000

24,837,000

イ 　減債積立金 0

ロ 　当年度未処分利益剰余金 291,082,815

291,082,815

315,919,815

458,198,817

3,432,842,030　　　　　負　債　資　本　合　計

　（１）　資本剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

７．剰余金
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　１．重要な会計方針

　　　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

  　(1)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　先入先出法による原価法による。

    (2)  固定資産の減価償却の方法

　　　ア　有形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数

　　　 　　　建物　　　　　　　　　１５～５０年

　　　 　　　構築物　　　　　　　 １０～６０年

　　　 　　　機械及び装置　　　　８～２０年

　　　 　　　車両及び運搬具　　 ４～５年

　　　ア　賞与引当金

　　　　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額

　　　　に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　イ　貸倒引当金

　　　　 　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の貸倒実績率により回収不能見込額を計上している。

　　　 　　　ダム使用権　　　 　　５５年

    (3)  引当金の計上方法

　　　ウ　リース資産

 　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

注記

　　　 　　　工具器具及び備品　４～１５年

　　　イ　無形固定資産

 　　　　・減価償却の方法　　　定額法による。

　　　　 ・主な耐用年数
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　　　ウ　退職給付引当金

　　　　 　本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計と

　　　　の取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置するこ

　　　　ととなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　２．予定貸借対照表等関連

  　(1)　引当金の取崩し

　　　ア　賞与引当金

　　　　当年度における期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費を支給するための賞与引当金の取崩し額は、

５，２９２千円を予定している。

　　　 新会計基準移行に係る経過措置

  　(1)　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、

　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除

　　　いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合

    (4)  消費税及び地方消費税の会計処理

　　　理的に整理している。
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（単位　：　円）

１．営　　業　　収　　益

　（１）　給　　水　　収　　益 365,288,182

　（２）　受託工事収益 9,090,909

　（３）　その他の営業収益 240,000

　（４）　負　　担　　金 22,206,000 396,825,091

２．営　 業　  費　  用

　（１）　原水及び浄水費 156,921,728

　（２）　配水及び給水費 80,148,181

　（３）　受託工事費 9,090,909

　（４）　総　　　係　　　費 40,707,001

　（５）　減　価　償　却　費 191,040,000

　（６）　資　産　減　耗　費 0

　（７）　そ の 他 営 業 費 用 0 477,907,819

　　　　営　　業　　利　　益 △ 81,082,728

３．営　業　外　収　益

　（１）　受取利息及び配当金 5,000

　（２）　他会計補助金 240,000

　（３）　水 道 加 入 金 1,500,000

　（４）　負　　担　　金 0

　（５）　長期前受金戻入 60,432,000

　（６）　雑　　収　　益 313,636 62,490,636

        令和６年度宮若市水道事業会計予定損益計算書　

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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４．営業外費用

　（１）　支払利息及び企業債 19,015,000

　 　　　取　 　扱　　諸　　 費

　（２）　雑　　支　　出 0 19,015,000 43,475,636

　　　　経　常　利　益 △ 37,607,092

５．特　別　利　益

　（１）　過年度損益修正益 0 0

６．特　別　損　失

　（１）　過年度損益修正損 0 0 0

△ 37,607,092

397,856,346

0

360,249,254

　　　　当　年　度　純　利　益

　　　　前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金

　　　　そ　の　他　未　処　分　利　益　剰　余　金　変　動　額

　　　　当　年　度　未　処　分　利　益　剰　余　金
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（単位　：　円）

イ 　土地 276,905,641

ロ 　建物 537,893,129

　減価償却累計額 △ 279,983,421 257,909,708

ハ 　構築物 5,269,918,776

　減価償却累計額 △ 3,527,175,809 1,742,742,967

ニ 　機械及び装置 2,861,718,030

　減価償却累計額 △ 2,252,089,462 609,628,568

ホ 　車両及び運搬具 129,735

　減価償却累計額 0 129,735

ヘ 　工具器具及び備品 100,101,746

　減価償却累計額 △ 53,404,393 46,697,353

ト 　建設仮勘定 0

2,934,013,972

イ 　電話加入権 206,300

ロ 　ダム使用権 330,980,690

331,186,990

3,265,200,962

　　　令和６年度宮若市水道事業会計予定貸借対照表

１．固定資産

　（１）　有形固定資産

（令和７年３月３１日まで）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

　　　　　有　形　固　定　資　産　合　計

　（２）　無形固定資産

　　　　　無　形　固　定　資　産　合　計

　　　　　固　定　資　産　合　計
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296,415,749

34,685,323

△ 776,000 33,909,323

11,820,402

100,000

100,000

342,345,474

　　　　　資　　産　　合　　計 3,607,546,436

３．固定負債

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,519,662,593

　（２）　引当金

イ 　退職給付引当金 2,696,000

1,522,358,593

４．流動負債　

　（１）　企業債

イ 　建設改良費等の財源に充てるための企業債 145,767,332

　（２）　未払金 14,748,000

　（３）　引当金

イ 　賞与引当金 5,292,000

　（４）　預り金 8,467,000

　（５）　預り有価証券 100,000

174,374,332

         貸倒引当金

　（３）　貯蔵品

　（４）　つり銭準備金

２．流動資産

　（１）　現金預金

　（２）　未収金

　　　　　流　動　資　産　合　計

　　　　　固　定　負　債　合　計

　　　　　流　動　負　債　合　計

　（５）　有価証券

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
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５．繰延収益　

　（１）　長期前受金

イ 　補助金 1,263,422,200

ロ 　負担金 1,175,385,885

ハ 　その他前受金 998,701,924

3,437,510,009

　（２）　長期前受金収益化累計額

イ 　補助金収益化累計額 △ 757,126,057

ロ 　負担金収益化累計額 △ 785,372,422

ハ 　その他前受金収益化累計額 △ 484,916,910

△ 2,027,415,389

1,410,094,620

3,106,827,545

142,279,002

142,279,002

　　　　　　長　期　前　受　金　合　計

　　　　　長期前受金収益化累計額合計

　　　　　　繰　延　収　益　合　計

　　　　　　負　債　合　計

６．資本金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

　（１）　資本金

　　　　　資　本　金　合　計
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イ 　国庫補助金 9,019,000

ロ 　他会計補助金 0

ハ 　負担金 15,818,000

24,837,000

イ 　減債積立金 0

ロ 　当年度未処分利益剰余金 333,602,889

333,602,889

358,439,889

500,718,891

3,607,546,436

　（１）　資本剰余金

７．剰余金

　　　　　資　本　剰　余　金　合　計

　（２）　利益剰余金　

　　　　　利　益　剰　余　金　合　計

　　　　　剰　余　金　合　計

　　　　　資　本　合　計

　　　　　負　債　資　本　合　計
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

１．水道事業収益 502,625

１．営業収益 442,094

１．給水収益 410,333

１．専用使用料 403,958 専用栓使用料金

２．一時使用料 729 一時使用料金

３．量水器使用料 5,646 量水器使用料金

２．受託工事収益 10,000

１．増設修繕工事収益 10,000 増設修繕工事収益

３．その他の営業収益 240

１．手数料 240 諸手数料

４．負担金 21,521

１．負担金 21,521 共同施設維持管理費外負担金

２．営業外収益 60,529

１．受取利息
5

    及び配当金 １．預金利息 5 預金利息

令和７年度宮若市水道事業会計予算説明書

収益的収入及び支出
収　　　　　　　　　　　　　　　入
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款 項 目 節 予　定　額 備　　　考

２．他会計補助金 240

１．他会計補助金 240 一般会計補助金

３．水道加入金 1,650

１．水道加入金 1,650 水道加入金

４．負担金 1

１．負担金 1 負担金

５．長期前受金戻入 58,288

１．補助金長期前受金戻入 22,679 国庫補助金等長期前受金戻入

２．負担金長期前受金戻入 16,703 負担金長期前受金戻入

３．その他長期前受金戻入 18,906 その他長期前受金戻入

６．雑収益 345

１．不用品売却収益 1 不用品売却収益

２．その他雑収益 344 水道用地賃貸料

３．特別利益 2

１．過年度損益修正益 1

１．過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

２．その他特別利益 1

１．その他特別利益 1 その他特別利益
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款 項 目 節 予　定　額

１．水道事業費用 549,355

１．営業費用 511,607

１．原水及び浄水費 181,702

１．給料 22,608 一般職給

時間外勤務手当 811

通勤手当    578

特殊勤務手当  185

期末勤勉手当 6,936

退職手当組合負担金 1,374

地域手当 135

期末勤勉手当繰入 2,641

法定福利費繰入 432

４．法定福利費 5,886 共済組合費外

５．備消品費 733 消耗器材費

６．燃料費 361 公用車燃料費外

７．光熱水費 268 水源地電灯料外

８．修繕費 10,000 水源地施設外修繕費

９．被服費 175 作業着外

１０．動力費 48,808 電力使用料

　支　　　　　　　　　　　　　　　出

(単位　：　千円）

備　　　考

２．手当 10,019

３．賞与引当金繰入額 3,073
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款 項 目 節 予　定　額

１１．薬品費 7,830 次亜塩素代外

１２．通信運搬費 1,193 水源地電話料外

１３．保険料 156

１４．委託料 50,694 水質検査委託料外

１５．賃借料 765 電話回線借上料外

１６．工事請負費 13,300 工事請負費

１７．材料費 1,600 修繕用外材料費

１８．補償金 382 水源地補償費

犬鳴ダム維持管理費 2,230

共同施設維持管理費 1,621

２．配水及び給水費 86,635

１．給料 6,192 一般職給

扶養手当 192

時間外勤務手当 800

通勤手当     240

住居手当  324

期末勤勉手当  1,286

退職手当組合負担金 743

地域手当 128

期末勤勉手当繰入 763

法定福利費繰入 158

４．法定福利費 2,172 共済組合費　　　

５．備消品費 486 工事用消耗器材費

備　　　考

公有物件及び自動車損害賠償
保険料

１９．負担金 3,851

２．手当 3,713

３．賞与引当金繰入額 921
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款 項 目 節 予　定　額

６．燃料費 393 公用車燃料費外

７．光熱水費 57 配水池電灯料

８．修繕費 48,040 配水管外修繕費

９．路面復旧費 1,000 道路掘削復旧費

１０．被服費 138 作業着外

１１．動力費 296 加圧ポンプ動力費

１２．通信運搬費 198 増圧ポンプ室電話代外

１３．保険料 267

１４．委託料 21,056 漏水調査委託料外

１５．賃借料 777 電話回線借上料外

１６．材料費 900 工事用材料費

１７．公課費 29 公用車重量税

３．受託工事費 10,000

１．工事請負費 10,000 受託工事請負費

４．総係費 43,268

１．給料 12,593 一般職給

(単位　：　千円）

備　　　考

公有物件及び自動車損害賠償
保険料
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款 項 目 節 予　定　額

扶養手当 474

管理職手当 496

時間外勤務手当 800

通勤手当 125

期末勤勉手当 3,335

児童手当 240

退職手当組合負担金 1,137

地域手当 272

期末勤勉手当繰入 1,577

法定福利費繰入 329

共済組合費 3,860

公務災害補償基金負担金 97

５．旅費 265 普通旅費

６．備消品費 592 電算用紙代外

７．燃料費 36 公用車燃料費外

８．印刷製本費 1,199 納付書外印刷費

９．修繕費 100 電算機器外修繕費

１０．通信運搬費 3,576 郵便料外

１１．保険料 31 自動車損害賠償保険料

１２．委託料 2,929 料金・会計システム保守契約外

１３．手数料 2,737

１４．賃借料 640 車借上料外

備　　　考

２．手当 6,879

３．賞与引当金繰入額 1,906

４．法定福利費 3,957

口座振替取扱事務外手数料

-43-



款 項 目 節 予　定　額

１５．負担金 5,537

１６．補償金 100

１７．公課費 10 収入印紙代

１８．貸倒引当金繰入額 181

５．減価償却費 188,507

建物減価償却費 9,714

構築物減価償却費 106,400

機械及び装置減価償却費 50,848

工具器具及び備品減価償却費 2,684

２．無形固定資産
    減価償却費

18,861 ダム使用権減価償却費

６．資産減耗費 1,494

１．固定資産除却費 1,493 固定資産除却費

２．たな卸資産減耗費 1 たな卸資産減耗費

７．その他営業費用 1

１．雑支出 1 雑支出

(単位　：　千円）

備　　　考

窓口業務負担金外

水道料金未収金に係る貸倒
引当金繰入額

１．有形固定資産
　  減価償却費

169,646
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款 項 目 節 予　定　額

２．営業外費用 36,746

１．支払利息及び
16,745

    企業債取扱諸費 １．企業債利息 16,732 企業債利息

２．借入金利息 13 借入金利息

２．雑支出 1

１．雑支出 1 雑支出

３．消費税及び
20,000

　　地方消費税
１．消費税及び地方消費税 20,000 消費税及び地方消費税

３．特別損失 2

１．過年度損益修正損 1

１．過年度損益修正損 1 料金等時効欠損金

２．その他特別損失 1

１．その他特別損失 1 その他特別損失

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

１．予備費 1,000

備　　　考
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額

１．資本的収入 71,263

１．企業債 70,600

１．企業債 70,600

２．負担金 663

１．負担金 663

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　　　　　　　　入

備　　　考

１．企業債 70,600 上水道事業債

１．負担金 663 共同施設改良等負担金

-46-



(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

１．資本的支出 270,043

１．建設改良費 101,690

１．施設改良費 101,690

１．旅費 17 普通旅費

２．備消品費 830 事務用品費

３．燃料費 30 公用車燃料費

４．委託料 8,437 システム保守委託料

５．賃借料 265 水道積算システム外リース料

６．施設改良費 16,211
生見浄水場ろ過器制御盤落雷対
策改良工事外

７．工事請負費 70,000 太蔵中線更新工事外

８．負担金 5,900 共同施設維持管理負担金

支　　　　　　　　　　　　　　　出
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(単位　：　千円）

款 項 目 節 予定額 備　　　考

２．固定資産購入費 21,583

１．固定資産購入費 21,583

１．固定資産購入費 13,296 導水ポンプ購入費外

２．量水器購入費 8,287 量水器購入費

３．企業債償還金 145,770

１．企業債償還金 145,770

１．企業債償還金 145,770 企業債償還金

４．予備費 1,000

１．予備費 1,000

１．予備費 1,000
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